
国民健康保険の国庫負担抜本的引き上げや出産手当・傷病手当の予算措 

置を行うことを求める意見書 

 

２０１８年４月からの国民健康保険制度改革の目的は、同制度の基盤安定化を図ること

にある。そのために国は保険者支援制度など財政支援や、新たな基金造成に加えて、制

度移行の保険料（税）の激変緩和措置の活用を市町村に求めている。しかし、他方では市

町村が行う決算補填等を目的とした一般会計法定外繰入の削減・解消を求めている。 

このような改革は、結果的に市町村や被保険者に新たな負担増を招きかねず、制度改

革の趣旨を損ねることにもなる。市町村の自主性を堅持するためにも、国の財政支援は重

要である。 

医療費に占める国庫補助金の割合は、１９８２年には５０％あったが、２０２０年度は３７％

となっており、国民健康保険制度の安定化のためには国庫負担の抜本的増額は不可欠

である。 

また、国民健康保険法では、「保険者は（中略）傷病手当金の支給その他保険給付を

行うことができる」（第５８条２項）としており、保険者に委任される任意給付となっている。傷

病手当支給制度は、新型コロナウイルス感染症対策として、2020 年に国民健康保険での

制度が作られた。しかし、多くの市町村では事業主は対象外であることや新型コロナウイ

ルス感染症以外の傷病については対象となっていないことなど、恒常的な制度とすること

が求められる。 

非正規労働者や女性労働者が増えるもとで、国保に傷病手当・出産手当の予算措置を

講じることは、「病気や出産の時に安心して休みたい」と加入者にとっては切実な要求とな

っている。 

以上のことから、国において次の事項の改善を求める。 

１．国民健康保険の国庫負担を抜本的に引き上げ、市町村が保険料（税）を引き上げるこ

とのないよう、十分な保険者支援を行うこと。 

２．国民健康保険に出産手当金を給付できるよう予算措置を行うこと。 

３．国民健康保険の傷病手当金に事業主を加え、対象傷病を新型コロナ感染症に限定し

ない恒常的な制度とするよう予算措置を行うこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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